
   四街道市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 四街道市手数料条例（平成元年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 

                                「  

                                        」 

 「          

         」  

ートル以下」を「３００平方メートル以下」に、「１９，０００円」を「４３，０００円」 

に、「５００平方メートルを」を「３００平方メートルを」に、「３４，０００円」を「

７１，０００円」に、「４８，０００円」を「１００，０００円」に改め、同目摘要３中

「移転する」を「移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替をする」に、「

移転に」を「移転、修繕又は模様替に」に改め、同目摘要４中「移転」を「移転し、又は

その大規模の修繕若しくは大規模の模様替を」に改め、同目摘要に次のように加える。 

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３号）第 

１１条第１項ただし書の適用を受ける場合（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第５号）第２条第１項第１号に該当する場

合に限る。）の確認申請手数料の額は、表に定める額に、４３の項建築物エネルギー消

費性能適合性判定手数料に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の規定による額を加算した

額とする。 

 別表その２の項１１の目中「８，０００円」を「２０，０００円」に、「４，０００円」 

を「８，０００円」に改め、同項１２の目中「基づく建築物の完了検査」の次に「の申請 

           「         「          「        

に対する検査」を加え、         を         に、 

                   」         」          」 

 「          「         「         

を         に、         を         に、「５００平方メ 

         」          」         」 

                      「         「        

ートル以下」を「３００平方メートル以下」に、         を 

                              」         」 

                             「         

に、「５００平方メートルを」を「３００平方メートルを」に、         を 

                                     」  

 

 

9,000円 

 

19,000円 

 

を         に、「１４，０００円」を「３３，０００円」に、「５００平方メ 

10,000円 

(9,000円) 

 

22,000円 

(19,000円) 

19,000円 

 

 

12,000円 

(11,000円) 

 

28,000円 

(25,000円) 

19,000円 

 

 

16,000円 

(15,000円) 

 

38,000円 

(35,000円) 

19,000円 

 

 

22,000円 

(21,000円) 

 

53,000円 

(50,000円) 

19,000円 

 

 

 別表その２の項１０の目中「５，０００円」を「９，０００円」に、 

36,000円 

(35,000円) 

12,000円 

11,000円) 

 



「          「         「         

         に、         を         に改め、同目摘要２中 

        」          」         」 

「移転した」を「移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替をした」に、「

移転に」を「移転、修繕又は模様替に」に改め、同項１３の目中「基づく工作物の完了検

査」の次に「の申請に対する検査」を加え、「９，０００円」を「２２，０００円」に改

め、同項１４の目中「基づく建築物の中間検査」の次に「の申請に対する検査」を加え、 

「９，０００円」を「１９，０００円」に、「１１，０００円」を「２５，０００円」に、 

「１５，０００円」を「３１，０００円」に、「５００平方メートル以下」を「３００平

方メートル以下」に、「２０，０００円」を「４０，０００円」に、「５００平方メート

ルを」を「３００平方メートルを」に、「３３，０００円」を「５７，０００円」に、「

４５，０００円」を「７７，０００円」に改め、同項４７の目を同項４８の目とし、同項

４６の目を削り、同項４５の目中「第３６条第１項」を「第３１条第１項」に改め、同目 

摘要中「第３６条第２項」を「第３１条第２項において準用する同法第３０条第２項」に、 

「１５の項」を「１６の項」に改め、同目を同項４７の目とし、同項４４の目中「第３４

条第１項」を「第２９条第１項」に、「第１５条第１項」を「第１４条第１項」に、「第

３５条第１項各号に掲げる基準に適合していると認められたもので」を「第３０条第１項

各号に掲げる基準に適合していると認められたもので」に、「２ 登録省エネ判定機関等

により建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３５条第１項各号に掲げる基

準に適合していると認められたもの以外のものである場合」を「２ その他の場合」に、 

「 

 

 

 

 

                                       を 

 

 

 

 

                                      」 

  

  ウ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル未満のもの（

誘導仕様基準以外

によるもの） 

同 34,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル以上のもの（

誘導仕様基準以外

によるもの） 

同 37,000円 

 

110,000円 

(100,000円) 

19,000円 

 

 

86,000円 

(83,000円) 

28,000円 

25,000円) 

19,000円 

 

 

50,000円 

(47,000円) 

16,000円 

5,000円) 

 



「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      」 

「 

 

 

 

 

                                       を 

 

 

 

 

                                      」 

  

  ウ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル未満のもの（

誘導仕様・計算併

用法によるもの） 

同 25,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル以上のもの（

誘導仕様・計算併

用法によるもの） 

同 28,000円 

  オ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル未満のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 34,000円 

  カ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル以上のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 37,000円 

 

  ウ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

誘導仕様基準以外

によるもの） 

同 67,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

誘導仕様基準以外

によるもの） 

同 112,000円 

 



「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      」 

「モデル建築物基準Ａ以外」を「その他の場合」に改め、同目摘要６中「第３５条第２項」 

を「第３０条第２項」に、「１５の項」を「１６の項」に改め、同目中摘要６を摘要７と

し、摘要５を摘要６とし、摘要４を摘要５とし、摘要３を摘要４とし、摘要２の次に次の

ように加える。 

３ 誘導仕様・計算併用法とは、省令第１０条第２号イ⑴及びロ⑵に定める基準又は同号

イ⑵及びロ⑴に定める基準により評価する方法をいう。 

 別表その２の項４４の目を同項４６の目とし、同項４３の目中「（平成２８年国土交通

省令第５号）第１１条」を「第１３条」に、「第１２条第１項又は第１３条第２項」を「

第１１条第１項又は第１２条第２項」に改め、同目を同項４５の目とし、同項４２の目中

「第１２条第２項又は第１３条第３項」を「第１１条第２項又は第１２条第３項」に、「

建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料」を「建築物エネルギー消費性能確保計画の

変更に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料」に改め、同目を同項４４の目と

し、同項４１の目を削り、同項４０の目摘要中「１５の項」を「１６の項」に改め、同目

を同項４２の目とし、同目の次に次のように加える。 

43 建築物の 建築物エ １ 一戸建ての住宅   

  ウ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

誘導仕様・計算併

用法によるもの） 

同 50,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

誘導仕様・計算併

用法によるもの） 

同 84,000円 

  オ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 67,000円 

  カ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 112,000円 

 



エネルギー

消費性能の

向上等に関

する法律第

１１条第１ 

ネルギー

消費性能

適合性判

定手数料 

⑴ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル未満のもの（

仕様基準によるも

の） 

１申請につき 17,000円 

項 又 は 第 

１２条第２

項の規定に

基づく建築

物エネルギ 

 ⑵ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル以上のもの（

仕様基準によるも

の） 

同 19,000円 

ー消費性能

適合性判定

に対する審

査 

 ⑶ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル未満のもの（

仕様・計算併用法

によるもの） 

同 25,000円 

  ⑷ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル以上のもの（

仕様・計算併用法

によるもの） 

同 28,000円 

  ⑸ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル未満のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 34,000円 

  ⑹ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル以上のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 37,000円 

  ２ 共同住宅等   

  ⑴ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

仕様基準によるも

の） 

同 32,000円 



  ⑵ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

仕様基準によるも

の） 

同 56,000円 

  ⑶ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

仕様・計算併用法

によるもの） 

同 50,000円 

  ⑷ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

仕様・計算併用法

によるもの） 

同 84,000円 

  ⑸ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 67,000円 

  ⑹ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 112,000円 

  ３ 工場、倉庫その

他これらに類する

用途のみに供する

非住宅建築物（以

下この項において

「特定非住宅建築

物」という。） 

  

  ⑴ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

モデル建築物基準

同 19,000円 



によるもの） 

  ⑵ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

モデル建築物基準

によるもの） 

同 26,000円 

  ⑶ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 23,000円 

  ⑷ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 30,000円 

  ４ 特定非住宅建築

物以外の非住宅建

築物（以下この項

において「一般非

住宅建築物」とい

う。） 

  

  ⑴ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

モデル建築物基準

によるもの） 

同 85,000円 

  ⑵ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

モデル建築物基準

によるもの） 

同 108,000円 

  ⑶ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

その他の場合によ

同 221,000円 



るもの） 

  ⑷ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 277,000円 

  摘要 

１ モデル建築物基準とは、建築物エネルギー消費

性能基準等を定める省令（以下この摘要において

「省令」という。）第１条第１項第１号ロに定め

る基準をいう。 

２ 仕様基準とは、省令第１条第１項第２号イ⑵及

びロ⑵に定める基準をいう。 

３ 仕様・計算併用法とは、省令第１条第１項第２

号イ⑴及びロ⑵に定める基準又は同号イ⑵及びロ

⑴に定める基準により評価する方法をいう。  

４ 共同住宅等に係る建築物エネルギー消費性能適

合性判定手数料の額は、建築物の延べ面積から共

用部分の面積を除いた面積を審査の対象とすると

きは、建築物の延べ面積から共用部分の面積を除

いた面積を建築物の延べ面積とみなして算定した

手数料の額に相当する額とする。 

５ 複合建築物に係る建築物エネルギー消費性能適

合性判定手数料の額は、当該複合建築物を住宅部

分と非住宅部分とに区分し、住宅部分については

その単位住戸の数が１である場合にあっては一戸

建ての住宅と、その他の場合にあっては共同住宅

等と、非住宅部分についてはその用途が工場、倉

庫その他これらに類する用途のみに供するもので

ある場合にあっては特定非住宅建築物と、その他

の場合にあっては一般非住宅建築物とそれぞれみ

なして手数料の額を算定した場合の当該手数料の

額に相当する額の合計額とする。 

 別表その２の項３９の目中「（平成２７年法律第５３号）第１５条第１項」を「第１４

条第１項」に改め、「）により」の次に「都市の低炭素化の促進に関する法律」を加え、

「２ 申請に係る低炭素建築物新築等計画が、登録省エネ判定機関等により第５４条第１



項各号に掲げる基準に適合していると認められたもの以外のものである場合」を「２ そ

の他の場合」に、 

「 

 

 

 

 

                                       を 

 

 

 

 

                                      」 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      」 

  

  ウ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル未満のもの（

誘導仕様基準以外

によるもの） 

同 34,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル以上のもの（

誘導仕様基準以外

によるもの） 

同 37,000円 

 

  ウ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル未満のもの（

誘導仕様・計算併

用法によるもの） 

同 25,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル以上のもの（

誘導仕様・計算併

用法によるもの） 

同 28,000円 

  オ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル未満のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 34,000円 

  カ 建築物の延べ面

積が 200 平方メー

トル以上のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 37,000円 

 



「  

 

 

 

 

                                       を 

 

 

 

 

                                      」 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      」 

  

  ウ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

誘導仕様基準以外

によるもの） 

同 67,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

誘導仕様基準以外

によるもの） 

同 112,000円 

 

  ウ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

誘導仕様・計算併

用法によるもの） 

同 50,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

誘導仕様・計算併

用法によるもの） 

同 84,000円 

  オ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 67,000円 

  カ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 112,000円 

 



「 

 

 

 

 

                                       を 

 

 

 

 

                                      」 

「 

 

 

 

 

                                       に 

 

 

 

 

                                      」 

改め、同目摘要５中「（同法第５５条第２項において準用する場合を含む。）」を削り、

「１５の項」を「１６の項」に改め、同目摘要５を同目摘要６とし、同目中摘要４を摘要

５とし、摘要３を摘要４とし、摘要２の次に次のように加える。 

３ 誘導仕様・計算併用法とは、省令第１０条第２号イ⑴及びロ⑵に定める基準又は同号

イ⑵及びロ⑴に定める基準により評価する方法をいう。 

 別表その２の項３９の目を同項４１の目とし、同項３８の目を同項４０の目とし、同項

３７の目中「３４の項」を「３６の項」に改め、同目を同項３９の目とし、同項３６の目

を同項３８の目とし、同項３５の目中「３３の項長期優良住宅建築等計画認定申請手数料

に」を「３５の項長期優良住宅建築等計画認定申請手数料に」に改め、同目摘要１中「 

３３の項」を「３５の項」に改め、同目摘要２中「１５の項」を「１６の項」に改め、同

目を同項３７の目とし、同項３４の目を同項３６の目とし、同項３３の目摘要２中「１５

の項」を「１６の項」に改め、同目を同項３５の目とし、同項３２の目を同項３４の目と

し、同項１９から３１までの目を同項２１から３３までの目とし、同項１８の目中「第 

１８条第１４項」を「第１８条第２０項」に、「基づく工作物の完了検査」を「基づく工

  ウ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

モデル建築物基準

以外によるもの） 

同 255,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

モデル建築物基準

以外によるもの） 

同 317,000円 

 

  ウ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル未満のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 221,000円 

  エ 建築物の延べ面

積が 300 平方メー

トル以上のもの（

その他の場合によ

るもの） 

同 277,000円 

 



作物の工事の完了の通知に対する検査」に、「完了検査申請手数料」を「工事完了通知手

数料」に、「９，０００円」を「２２，０００円」に改め、同目を同項１９の目とし、同

目の次に次のように加える。 

20 建築基準

法第１８条 

検査済証

の交付を 

 １申請につき 120,000円 

 第３８項第

１号又は第

２号の規定

に基づく建

築物等の仮

使用の認定

の申請に対

する審査 

受ける前

における

計画の通

知に係る

建築物等

の仮使用

認定申請

手数料 

   

 別表その２の項１７の目中「第１８条第１４項」を「第１８条第２０項」に、「基づく

建築物の完了検査」を「基づく建築物の工事の完了の通知に対する検査」に、「完了検査 

申請手数料」を「工事完了通知手数料」に、「１０，０００円」を「２２，０００円」に、 

「１２，０００円」を「２８，０００円」に、「１６，０００円」を「３８，０００円」

に、「５００平方メートル以下」を「３００平方メートル以下」に、「２２，０００円」

を「５３，０００円」に、「５００平方メートルを」を「３００平方メートルを」に、「 

３６，０００円」を「８６，０００円」に、「５０，０００円」を「１１０，０００円」

に改め、同目摘要２中「移転した」を「移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の

模様替をした」に、「移転に」を「移転、修繕又は模様替に」に改め、同目を同項１８の

目とし、同項１６の目中「８，０００円」を「２０，０００円」に、「４，０００円」を

「８，０００円」に改め、同目を同項１７の目とし、同項１５の目中「５，０００円」を 

          「         「                    

                  」         」          

を「３３，０００円」に、「５００平方メートル以下」を「３００平方メートル以下」に、 

「１９，０００円」を「４３，０００円」に、「５００平方メートルを」を「３００平方

メートルを」に、「３４，０００円」を「７１，０００円」に、「４８，０００円」を「

１００，０００円」に改め、同目摘要３中「移転する」を「移転し、又はその大規模の修 

繕若しくは大規模の模様替をする」に、「移転に」を「移転、修繕又は模様替に」に改め、 

同目摘要４中「移転」を「移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替を」に

改め、同目摘要に次のように加える。 

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１２条第２項ただし書の適用を

受ける場合（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項

第１号に該当する場合に限る。）の計画通知手数料の額は、表に定める額に、４３の項

9,000円 

 

19,000円 

 

「９，０００円」に、         を         に、「１４，０００円」 



建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料に掲げる区分に応じ、それぞれ同項の規定

による額を加算した額とする。 

 別表その２の項１５の目を同項１６の目とし、同項１４の目の次に次のように加える。 

15 建築基準 検査済証  １申請につき 120,000円 

法第７条の

６第１項第

１号又は第

２号の規定

に基づく建

築物等の仮

使用の認定

の申請に対

する審査 

の交付を

受ける前

における

確認の申

請に係る

建築物等

の仮使用

認定申請

手数料 

   

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、別表その２の項１２の目の改

正規定（「基づく建築物の完了検査」の次に「の申請に対する検査」を加える部分に限

る。）、同項１３の目の改正規定（「基づく工作物の完了検査」の次に「の申請に対す

る検査」を加える部分に限る。）、同項１４の目の改正規定（「基づく建築物の中間検

査」の次に「の申請に対する検査」を加える部分に限る。）、同項１７の目の改正規定 

（「基づく建築物の完了検査」を「基づく建築物の工事の完了の通知に対する検査」に、 

「完了検査申請手数料」を「工事完了通知手数料」に改める部分に限る。）、同項１８

の目の改正規定（「基づく工作物の完了検査」を「基づく工作物の完了の通知に対する 

検査」に、「完了検査申請手数料」を「工事完了通知手数料」に改める部分に限る。）、 

同項３９の目の改正規定（「）により」の次に「都市の低炭素化の促進に関する法律」

を加える部分に限る。）及び同項４２の目の改正規定（「建築物エネルギー消費性能適

合性判定手数料」を「建築物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る建築物エネルギ

ー消費性能適合性判定手数料」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は

第１８条第３項（これらの規定を第８８条第１項において準用する場合を含む。）の規

定による確認済証の交付を受けた者であって、建築物の建築、大規模の修繕若しくは大

規模の模様替又は工作物の築造の工事に着手しているものに係る確認申請手数料、完了

検査申請手数料、中間検査申請手数料、計画通知手数料及び工事完了通知手数料の規定

の適用については、改正後の四街道市手数料条例の規定にかかわらず、なお従前の例に



よる。 


